
地域の日本語教育推進の施策とこれからの日本語教育人材
－文化庁の日本語教育施策と審議会の審議状況－
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外国人に対する日本語教育の関係省庁・実施主体について

※２
●「永住者」771,568人
●「定住者」192,014人
●「日本人の配偶者等」142,381人等

●「特別永住者」
321,416人

就労を目的とし
て滞在する者

133万人

32万人35万人

●「技術・人文知識・
国際業務」
225,724人等
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※1 法務省「在留資格等別在留外国人数の推移」（平成30年末現在）の数値 ※２ ●：主な在留資格及び人数
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一定の身分・地位に基づき滞在する者

外国人に対する日本語教育については，様々な省庁・機関が，関連制度の運用や関連事業の実施を行っている。

文部科学省文化庁厚生労働省

【文化庁】 生活に必要な日本語教育

研
修
生

73万人

●「留学」 337,000人
●「技能実習」328,360人
●「特定活動」 62,956人

知識・技術の習得を目的とし
て滞在する者

外務省・
経済産業省

大学・専修学校・
日本語学校等

在留外国人数：約273万人※１
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度
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を
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○法務省は、入国管理政策の一環として、在留資格「留学」が認められる日本語教育機関の告示の制定や「技能実習」「特定技能」等に係る
受入れ要件を定めている。
○内閣官房には外国人労働者問題関係省庁連絡会議が置かれており、それぞれ日本語教育も含めた関連施策の取りまとめ等を行っている。

国
内

国
外

海外における日本語学習者数・・・約３６５万人※

※ （独）国際交流基金「2015年度海外日本語教育機関調査」の数値

外務省及び独立行政法人国際交流基金等

経済産業省

特定技能
＋３４万人
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出典：文化庁文化審議会国語分科会
日本語教育小委員会（第12回）
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目的別日本語学習の分類

●「生活者としての外国人」に

対する日本語教育の標準的なカリキュラム案について

●ガイドブック

●教材例集

●日本語能力評価について

●指導力評価について

カリキュラム案５点セットを知っていますか？

５点セット
４



「生活者としての外国人」のための日本語教育の目的・目標

日本語を使って…

①健康かつ安全に生活を送ることができる
②自立した生活を送ることができる
③相互理解を図り，社会の一員として生活を送ることができる
④文化的な生活を送ることができる

ようにすること

○ 言語・文化の相互尊重を前提としながら，
「生活者としての外国人」が日本語で意思疎通を図り
生活できるようになること

５

【内容】
「生活者としての外国
人」に対する日本語教
育の内容を示したもの。

※正式名称
「生活者としての外国人」に対す
る日本語教育における標準的な
カリキュラム案について

作成：平成22年5月19日

指導力評価

◎実践の振り返り・
点検・改善から，実
践者のコミュニティ
の形成

【内容】
日本語教育プログラム
の実践をＰＤＣＡサイ
クルの観点から振り返
るためのもの。

※正式名称
「生活者としての外国人」に対す
る日本語教育における指導力評
価について

作成：平成25年2月18日

指 導 者 に つ い て

教室活動のデザインと参加

行動・体験中心の教室活動への参加による
日本語学習，相互理解

【内容】
カリキュラム案の内容を
地域や外国人の状況に合
わせて実施するときのポ
イントを示したもの。

※正式名称
「生活者としての外国人」に対する日
本語教育における標準的なカリキュ
ラム案活用のためのガイドブック

作成：平成23年1月25日

ガイドブック

◎カリキュラム案の内
容を地域や外国人の状
況に合わせるときのポ
イントの解説

【内容】
カリキュラム案で取り
上げている生活上の行
為を取り上げ，行動・
体験中心の教室活動で
用いる教材を例示した
もの（教室活動の展開
や工夫の仕方を説明し
た指導ノート付き）。

※正式名称
「生活者としての外国人」に対する
日本語教育における標準的なカリ
キュラム案 教材例集

作成：平成24年1月31日

教材例集

◎行動・体験中心の
教材の例示

【内容】
学習者の自己評価に加
えて，日本語能力を把
握する方法と，学習成
果を記録し蓄積する
ファイルである日本語
学習ポートフォリオを
提示したもの。

※正式名称
「生活者としての外国人」に対する
日本語教育における日本語能力
評価について

作成：平成24年1月31日

能力評価

◎振り返りの方法と
ポートフォリオの提
示～やったことを確
認して記録

教 室 活 動 の 内 容 に つ い て 学 習 者 に つ い て

カリキュラム案

◎教室活動で取り上
げる内容を考える材
料の提示

参加

ハンドブック（全体を説明） ※正式名称 「生活者としての外国人」のための日本語教育 ハンドブック

「生活者としての外国人」に対する日本語教育プログラムの実践のための５点セット
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○文化審議会国語分科会日本語教育小委員会（平成19年7月設置）では，平成24年5月28日に日本語教育小委員会に「課題整理に
関するワーキンググループ」を設置。日本語教育を推進する意義等について再確認するための検討を行い，改めて「基本的な考え方」
を整理。その上で，今後，具体的な施策の方向性や日本語教育の推進方策を議論していく際の「検討材料」として「１１の論点」を整理。

論点２
日本語教育の
効果的・効率的
な推進体制
について

論点１
日本語教育に
関する政策の
ビジョン
について

論点３
日本語教育の
標準や日本語
能力の判定基準
について 論点４

カリキュラム
案等の活用
について

論点５
日本語教育の
資格について

論点６
日本語教員の
養成・研修
について

論点７
日本語教育の
ボランティア
について

論点８
日本語教育に
関する調査研
究の体制に
ついて

論点９
総合的な視点
からの検討
について

論点１０
外国人の児童
生徒等に対する
日本語教育
について

論点１１
国外における
日本語教育
について

「１１の論点」

「基本的な考え方」
１．

日本語教育を推進する意義

２．

日本語教育に関する国と
地方公共団体との役割分担

３．

多様な日本語学習者の
学習目的・ニーズへの対応

平成26年1月31日に「日本語教育の推進に当たって
の主な論点に関する意見の整理について（報告）」を
取りまとめ。
平成26年5月から,
論点７「日本語教育のボランティアについて」
論点８「日本語教育に関する調査研究の体制
について」審議を行い，
平成28年2月29日に「地域における日本語教育の
推進に向けて（報告）」を取りまとめ。

平成28年5月から，
論点６「日本語教育の養成・研修について」審議を行い，
平成30年3月2日に「日本語教育人材の養成・研修の
在り方について（報告）」を取りまとめ。
平成31年3月4日に「日本語教育人材の養成・研修の
在り方について（報告）改定版」を取りまとめ。

これまでの検討状況

日本語教育の
推進体制について

日本語教育の内容
及び方法について

日本語教育に携わる
人材について

日本語教育に関する
調査研究について

その他

報告書の構成

今期の審議予定

論点５「日本語教育の資格について」
引き続き，検討を行っている。
論点３「日本語教育の標準や日本語能力の
判定基準について」検討を行っている。

文化審議会国語分科会日本語教育小委員会における審議について

７

１．はじめに～日本語教育小委員会における審議に

ついて～

２．地域における日本語教育の実施体制について

３．日本語教育に関する調査の共通利用項目について

４．終わりに

５．データ等

別冊[事例集]

地域における日本語教育の推進に向けて（報告）

－ 地域における日本語教育の実施体制及び日本語教育に
関する調査の共通利用項目について －

文化審議会国語分科会平成２８年２月２９日

８



３．日本語教育に関する調査の共通利用項目について

【３．１ 共通利用項目の作成の観点，活用方法について】

●日本語能力や学習経験などに関する調査

対象者を捕捉する手法の問題や予算の確保→実施困難。

都道府県や市町村の調査は，それぞれ調査項目などが異なるため，比較や傾向の把握が困難

●地域間の比較や全国的な傾向の把握が行えるよう，

「日本語教育に関する調査の共通利用項目」を作成。

●文化庁は，定期的に各都道府県，政令指定都市等における調査研究の実施状況等について情
報収集し，日本語教育コンテンツ共有システムに掲載・発信するとともに，調査結果の分析を
行い，日本語教育施策の企画立案に活用する。

【３．２ 共通利用項目について】

（外国人の属性等に関する項目）

基本的な属性に関する情報や日本の在留年数・滞在予定年数等

（日本語学習に関する項目）

日本語学習経験・希望の有無，日本語学習の方法等

（日本語能力に関する項目）

日本語がどのくらいできるか〔聞く〕〔話す〕〔読む〕〔書く〕

生活場面でどの程度日本語ができるか
９
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共通利用項目の調査
１１言語で多言語版を公開



● 目 的 ：日本語教育機関の教育水準の向上のため，専門性を有する
日本語教育人材の養成・研修の在り方を示す。

●審議経過：平成28年5月文化審議会国語分科会に日本語教育小委員会
を設置し審議を開始。同委員会で13回の審議を行うとともに
関係機関・団体へのヒアリングや国民への意見募集等を経て，
平成30年に本報告，31年3月に改定版を取りまとめた。

● ポイント：① 基本的な資質・能力として，日本語の理解運用能力や文化
的多様性への理解，専門家に求められる資質・能力として，
実践的なコミュニケーション能力，成長と発達に対する理解，
常に学び続ける態度などを提示

② 日本語教師の養成に係る教育内容として「必須の教育内
容」（教授法，日本語分析，文法，音韻音声，文字表記等）
を提示。併せて教育実習として必要な指導項目を提示

③ 日本語教育人材の役割・段階・活動分野ごとに求められる
資質・能力，教育内容，モデルカリキュムを提示

日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）の概要
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日本語教育人材の整理

(1)
役
割

日本語教師
日本語学習者に直接日本
語を指導する者

日本語教育
コーディネーター

日本語教育プログラムの策
定・教室運営・改善，日本
語教師等に対する指導・助
言を行うほか，多様な機関
との連携・協力を担う者

日本語学習
支援者

日本語教師や日本語教育
コーディネーターとともに日
本語学習者の日本語学習
を支援し，促進する者

(2)
段
階

養
成

日本語教師を目指し，日本語
教師養成課程等で学ぶ者

初
任

日本語教師の養成段階を修了
した者で，それぞれの活動分野
に新たに携わる者

中
堅

日本語教師として初級から上級
までの技能別指導を含む十分
な経験を有する者

地域日本語教育
コーディネーター

関係機関との連携の下，「生活者としての外国人」に対する教育プログラムの編成・実
施に携わる者

主任教員
在留資格「留学」が取得できる法務省が告示をもって定める日本語教育機関で教育課
程の編成や他の教員の指導を担う者 12



日本語教育人材 受 講 対 象 養成・研修の実施機関

日本語教師

養成 ○日本語教師を目指す者 ○大学等の教育研修機関

○日本語教師【養成】を修了した者
○当該活動分野で新たに日本語教育に携わる者

○教育現場におけるＯＪＴ研修や大学等の教育研修機関

中堅
○各活動分野において初級から上級学習者の指導に十分な経験
（２４００単位時間以上※）を有する者

○大学等の教育研修機関

日本語教育
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
○中堅を経て，地域日本語教育において３年以上の実務経験を有し，
地方公共団体等でコーディネート業務にあたる者

○文化庁，地方公共団体 及び大学等の教育研修実施機関

主任教員 ○日本語教育機関において常勤経験３年以上を有する者 ○大学等の教育研修機関

日本語学習支援者 ○多文化共生・日本語教育に興味関心を持つ者 ○地方公共団体，大学等の教育研修機関，ＮＰＯ等
※1単位時間は45分以上とする。

１3

「生活者としての外国人」が日本語を使って相互理解を図り，社会の一員として地域で生活が送れるよう，地域日
本語教室が運営されます。地域日本語教育コーディネーターは，地域の行政機関・ＮＰＯ，コミュニティー等と連携し
て，各地域の特徴や学習者のニーズを把握して日本語教育プログラムを作ります。日本語教師は，日本語教育プロ
グラムを踏まえ，学習者に応じて日本語教育を実践します。日本語学習支援者がいる場合は，学習者に寄り添いな
がら学習を支援します。

【参考資料１０－１】 「生活者としての外国人」に対する日本語教育人材の連携の一例

日本語教師

学習者

地域日本語教育コーディネーター

地方公共団体

国際化
協会

地域コミュニティー
外国人コミュニティー

家族

通訳

日本語学習支援者

他の
日本語教室

大学

日本語教
育機関

日本語学習支援者

学習者 学習者

学習者

学習者

ＮＰＯ等

多文化共生
マネージャー

職場

学習者
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